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【2024年 3月期】 

 

 

業務及び財産の状況に関する説明書 

 

【2024年 3月期】 
 

 

 

 

 

 

この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若しくは事務

所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するために作成した

ものです。 

 

 

 

 

 

・ 本書類は、金融商品取引法において「業務及び財産の状況に関する説明書類」（金融

商品取引法第 46 条の４に基づき作成する説明書類）への記載が義務付けられている事

項（法定記載事項）のうち、「株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名等」の記載

の一部を省略したものです。 

 

・ 法定記載事項が全て記載された「業務及び財産の状況に関する説明書類」は、当社の

営業所又は事務所において閲覧することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

相生証券株式会社 
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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商 号 

相生証券株式会社 

 

２．登録年月日及び登録番号 

平成19年9月30日（近畿財務局長（金商）第1号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年  月 沿     革 

昭和２４年１１月 

 

昭和２４年１２月 

昭和２５年 １月 

昭和２７年 ５月 

昭和３１年１０月 

昭和３２年 １月 

昭和３４年１１月 

昭和３５年１１月 

昭和３６年 ５月 

昭和３７年１１月 

昭和３９年 ８月 

昭和３９年１２月 

昭和４０年 ７月 

昭和４０年 ８月 

昭和４２年１１月 

昭和４３年 ４月 

昭和４５年１１月 

昭和５６年１２月 

昭和５７年１２月 

昭和５８年１０月 

昭和５８年１１月 

昭和６２年１１月 

 

昭和６３年 ６月 

昭和６３年１０月 

平成 ２年１２月 

平成 ７年１２月 

平成１０年 ２月 

平成１０年１２月 

平成１１年 ５月 

 

平成１５年 ３月 

平成１５年１１月 

平成１９年 ９月 

平成２７年 ５月 

 

 設立登記  資本金 100万円 

代表取締役社長 石原 正章 就任 

証券会社登録 

  営業開始 

  増資 資本金 200万円 

  増資 資本金 400万円 

  増資 資本金 500万円 

  増資 資本金 550万円（株式配当による） 

  増資 資本金 660万円（株式配当による） 

  山崎営業所 開設 

  増資 資本金 790万円（株式配当による） 

増資 資本金 1,000万円 

増資 資本金 1,500万円 

  山崎営業所 廃止 

増資 資本金 2,000万円 

代表取締役専務 伊藤 久兵衛 就任 

証券会社免許 取得 

代表取締役専務 伊藤 久兵衛 辞任 

増資 資本金 3,000万円 

増資 資本金 4,000万円 

兼業承認 累積投資業務に係る代理業務 

  代表取締役 石原 弘 就任 

  代表取締役社長 石原 弘 就任 

  代表取締役会長 石原 正章 就任 

  増資 資本金 8,000万円 

赤穂営業所 開設 

太子営業所 開設 

  代表取締役 石原 正章  辞任 

  増資 資本金 1億円 

登録制実施に伴い、証券業登録（金融システム改革関係法令による） 

  代表取締役専務 石原 以久 就任 

代表取締役常務 石原 幸久 就任 

  太子営業所 廃止 

  本店を相生市大石町4番25号へ移転 

近畿財務局長（金商）第１号により登録金融商品取引業者となる 

代表取締役社長 石原 幸久 就任 

代表取締役 石原 弘 退任、取締役相談役 就任 
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(2) 経営の組織 

 

 

４．株主の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権

に占める当該株式に係る議決権の割合 

氏 名 又 は 名 称 保有株式数 割  合 

① 共栄商事株式会社 500,000株  25.00％ 

② 株式会社石原商店 411,000株  20.55％ 

③ 石原 裕久 140,375株  7.01％ 

④ 石原 大宗  134,500株  6.72％ 

⑤ 石原 幸久 119,000株  5.95％ 

⑥ 石原 以久 119,000株  5.95％ 

⑦ 石原 弘 90,000株  4.50％ 

⑧ 個人※ 69,750株  3.48％ 

⑨ 個人※ 67,600株  3.38％ 

⑩ 個人※ 66,875株  3.34％ 

その他（ 11名） 281,900株  14.09％ 

計 21名 2,000,000株  100.00％ 

 

      取 締 役 会 
 

監 査 役 
  

           監査役 石原 豊美 

      会 長     

              

    
 

 

 
社 長 

  
 

   

  代表取締役社長 石原 幸久   

             専務取締役  取締役相談役  

       代表取締役専務 石原 以久      取締役相談役 石原 弘   

      常務取締役 

               

                

                

  営 業 部   総 務 部   管 理 部  

  部 長   部 長   部 長  

 

     取締役 

     赤穂営業所長 

     石原 大宗 

 

部長 

城尾 保慶 

  

取締役  

小寺 章 

  

 取締役 

 石原 以久 

   

    
 

 
              

営 業 所 

所 長  

営 業 課 

課 長  

経 理 課 

課 長  

総 務 課 

課 長 
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※ 一部の株主については、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明

書類の公表に関する規則」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記

載しております。 

 

 

５．役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役社長 石原 幸久 有 常 勤 

取締役専務 石原 以久 有 常 勤 

取 締 役 石原 大宗 無 常 勤 

取 締 役 小寺  章 無 常 勤 

取締役相談役 石原  弘 無 非常勤 

監 査 役 石原 豊美  非常勤 

 

６．政令で定める使用人の名称 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則をい

う。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有す

るものであるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役   職   名 

小寺  章 総務部長（内部管理統括補助責任者） 

 

７．業務の種類 

(1) 金融商品取引法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

 

(2) 有価証券等管理業務 

 

(3) 金融商品取引法第 35条第 1項に定める金融商品取引業に付随する業務 

業 務 の種 別  

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 累積投資契約の締結業務 

⑦ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑧ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所   在   地 

本   店 
〒678-0005 

兵庫県相生市大石町4番25号 
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名   称 所   在   地 

赤穂営業所 
〒678-0232 

兵庫県赤穂市中広980番地 

 

 

９．他に行っている事業の種類 

業 務 の種 別  

① 金地金の売買取引の委託の代理業務 

 

 

10．苦情処理及び紛争解決の方法 

第一種金融商品取引業 

苦情等の取扱いに当たっては、金融ＡＤＲ制度も踏まえつつ、関係部署が連携して、その事実と責任

を明確にし、顧客の立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切にその解決を図るものとし、金融商品取引

業等に関する内閣府令119 条第1項第１号から第8号までに掲げる場合等にあっては、これらを尊重する

ものといたします。 

社内での対応により苦情等の解決を図ることができない場合、その他適切と認める場合には、顧客に外

部の紛争等解決機関を紹介し解決を図るものとします。 

管理部（苦情等対応統括部署）は、苦情等に対する迅速・公平かつ適切な対応を図る観点から、顧客か

らの苦情等に関する対応方針を決定し、当該方針に基づいて、関係部署を指導監督するとともに、苦情等

対応の進捗状況を管理する等、苦情等対応の全般を統括するものといたします。 

前記の社内措置を講じるほか、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

（FINMAC）と平成23年4月1日付で、特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結す

る措置を講じております。 

 

 

11．加入している金融商品取引業協会及び対象事業者となっている認定投資者保護団体 

(1) 加入している金融商品取引業協会 
日本証券業協会 

 
(2) 対象事業者となっている認定投資者保護団体 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 
 
 
12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません。 
 
 
13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務概要 

当事業年度における我が国経済は、世界的な金融引締めによる海外景気の下振れや、ウクラ

イナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫化、中国経済の先行き不安といった懸念材料はあるものの、

国内の個人消費や雇用及び所得環境が改善する等、景気は緩やかな回復基調が続きました。 

国内の株式市場では、日本銀行が金融緩和策の維持を表明したこと等から日経平均株価は４

月から６月中旬まで上昇基調が続きました。しかしながら、米国債格付けの引下げ等によりリス

ク回避姿勢が強まったことで上値の重い展開となり、イスラエル情勢や米長期金利上昇に対する

警戒感も高まったことから、10月４日に30,487円の安値を付けました。その後は、日本銀行が

引き続き金融緩和姿勢を維持したことで11月に日経平均株価は反発し、国内外の長期金利低下

や国内企業の好決算を受けて上げ幅を広げました。 

年明け初日の日経平均株価は下落しましたが、国内の好調な企業業績等を受け上昇に転じま

した。加えて、円安・ドル高の進行、米国株の上昇、海外投資家の買越し、新ＮＩＳＡ（少額投

資非課税制度）への期待と、好材料が重なりその後も大幅上昇を続けました。 

３月４日には遂に40,000円の大台に乗せました。米株式市場の下落や円高・ドル安の進行に

より、日経平均株価は38,200円台まで下落する場面もありましたが、日本銀行が金融緩和策の

終了を決定し17年ぶりの利上げに踏み切ると、当面緩和的な金融環境が継続するとの見方が広

がり、再び40,000円を突破し、３月22日に41,087円の高値を付けました。その後も堅調な展開

が続き、当事業年度末を40,369円で終えました。  

東京証券取引所の令和５年度の売買高（内国株式合計）は、5,353億61百万株（前期比

126.9%）、1,140兆6,102億円（同133.0%）となり、前年に比べ大幅な増加となり活況で推移し

ました。 

このような状況のもと、当社は、株式委託売買高 4,942千株（前期比128.2%）、株式委託売

買金額 90億74百万円（同122.9%）、受入手数料 96百万円（同119.7%）となり、金融収益 ６

百万円（同153.0%）、トレーディング損益 ４百万円（同 -%）を加えた営業収益は、107百万

円（同127.0%）となりました。 

これに金融費用 １百万円（同132.8%）を控除した純営業収益は、105百万円（同126.9%）と

なりました。 

一方、販売費・一般管理費は、120百万円（同107.1%）となりました。 

以上の結果、営業損益は、▲14百万円（同 - %）となりました。 

経常損益 ▲14百万円（同 - %）、特別損益 12百万円、税引前当期損益 ▲１百万円（同 -

 %）、法人税等 ０百万円を引当て、当期純損益は、▲２百万円（同 - %）となりました。 

上記のとおり、相場環境の好転から受入手数料等、収益は増加し、また特別利益の発生があ

ったものの残念ながら昨年に引き続き赤字決算となりました。 

 

 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

資本金 100  100  100  

発行済株式総数 2,000千株  2,000千株  2,000千株  

営業収益 107  84  88  

(受入手数料) 96  80  83  

((委託手数料)) 95  80  83  
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 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

((引受け・売出し・特定投資家向

け売付勧誘等の手数料)) 
-  -  -  

((募集・売出し・特定投資家向け

売付勧誘等の取扱い手数料)) 
0  0  0  

((その他の受入手数料)) 0  0  0  

(トレーディング損益) 4  0  ▲ 0  

((株券等)) 4  0  ▲ 0  

((債券等)) -  -  -  

((その他)) -  -  -  

(金融収益) 6  4  5  

純営業収益 105  83  86  

経常損益  ▲ 14   ▲ 28  ▲ 23  

当期純利益  ▲ 2   ▲ 28  ▲ 23  

  

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位:百万円） 

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

自   己 246  49  100  

委   託 9,074  7,379  7,876  

    計 9,320  7,429  7,977  

 

 

 

 ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付勧誘等並びに有価証券の募集、売 

出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価

証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：千株、百万円） 

区   分 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

株  券 

引 受 高  (- 千株)   -  

00  

(- 千株)   -  

00  

(- 千株)   -  

00  売 出 高 (- 千株)   -  

00  

(- 千株)   -  

00  

(- 千株)   -  

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
(- 千株)   -  (- 千株)   -  (- 千株)   -  

募集取扱高 (- 千株)   -  (- 千株)   -  (- 千株)   -  

売出取扱高 (- 千株)   -  (0千株)   2  (0千株)   0  

私募取扱高 (- 千株)   -  (- 千株)   -  (- 千株)   -  

特定投資家向け売

付勧誘等の取扱高 
(- 千株)   -  (- 千株)   -  (- 千株)   -  

合  計 (- 千株)   -  (0千株)   2  (0 千株)   0  
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区   分 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

国債証券 

引 受 高 -  -  

00  

-  

00  売 出 高    

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
-  -  -  

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高    

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売
付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  

地方債証券 

引 受 高 -  -  -  

売 出 高    

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
-  -  -  

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高    

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売

付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  

特殊債券 

引 受 高 -  -  -  

売 出 高 -  -  -  

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
-  -  -  

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高 -  -  -  

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売

付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  

社 債 券 

引 受 高 -  -  -  

売 出 高 -  -  -  

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
-  -  -  

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高 -  -  -  

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売
付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  
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区   分 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

受益証券 

引 受 高    

売 出 高    

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
   

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高  -  -  -  

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売

付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  

その他 

引 受 高 -  

00  

-  

00  

-  

売 出 高 -  -  -  

特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 
-  -  -  

募集取扱高 -  -  -  

売出取扱高 -  -  -  

私募取扱高 -  -  -  

特定投資家向け売

付勧誘等の取扱高 -  -  -  

合  計 -  -  -  

 

(3) その他業務の状況 

 ① 金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務 

      取扱実績はありません。 

 

  ② 有価証券の貸借又はその媒介若しくは代理業務 （※信用取引に係るものを含む。） 

（単位：千株、百万円） 

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

株  券 
(単位：千株) 

貸   借 10  

00  

2  

00  

5  

00  貸借の媒介 -  -  -  

貸借の代理 

 

-  -  -  

債  券 

（単位：百万円） 

貸   借 -  -  -  

貸借の媒介 -  -  -  

貸借の代理 -  -  -  

   

③ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

貸 付 総 額 946  510  581  

利 息 収 入 2  1  2  
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 なお、ＭＲＦ等のキャッシング業務及び累積投資業務に係る代理業務については、収益、取引高とも

重要性が低く、業務への影響額が軽微であるため記載を省略しております。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：百万円）  

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

自己資本規制比率 
（Ａ／Ｂ） 

％ 

763.8  

％ 

1,000.6  

％ 

1,341.2  

固定化されていない 
自己資本（Ａ） 386  368  397  

リスク相当額合計（Ｂ） 50  36  29  

 

市場リスク相当額 20  10  1  

 取引先リスク相当額 0  1  1  

 基礎的リスク相当額 29  25  26  

 暗号等資産等による控除額 -  -  -  

 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：人） 

 2024年 3月期 2023年 3月期 2022年 3月期 

使 用 人 11人  11人  11人  

（うち外務員） 11人  11人  11人  
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

 

１．経理の状況 

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

科    目 
2024年 

3月期 

2023年 

3月期 
科    目 

2024年 

3月期 

2023年 

3月期 

（ 資 産 の 部 ）             （ 負 債 の 部 ）             

流 動 資 産            流 動 負 債            

 現 金 ・ 預 金 140 201 トレーディング商品            0 - 

預 託 金            500 490   商 品 有 価 証 券 等           - - 

顧 客 分 別 金 信 託            500 490   デリバティブ取引           0 - 

金融商品取引責任準備預託金 - - 約 定 見 返 勘 定            - - 

そ の 他 の 預 託 金           - - 信 用 取 引 負 債            247 49 

トレーディング商品            311 50   信 用 取 引 借 入 金           237 49 

商 品 有 価 証 券 等           311 50   信用取引貸証券受入金 10 - 

デリバティブ取引           - - 有価証券担保借入金            - - 

約 定 見 返 勘 定            49 - 有価証券貸借取引受入金 - - 

信 用 取 引 資 産            37 49 現 先 取 引 借 入 金           - - 

  信 用 取 引 貸 付 金           27 49 預 り 金            476 447 

  信用取引借証券担保金           10 -   顧客からの預り金           440 430 

有価証券担保貸付金            - -   募 集 等 受 入 金           - - 

  借入有価証券担保金           - -   そ の 他 の 預 り 金           36 16 

  現 先 取 引 貸 付 金           - - 受 入 保 証 金            25 14 

立 替 金            - -   発行日取引受入保証金           - - 

  顧 客 へ の 立 替 金           - -   信用取引受入保証金           25 14 

  そ の 他 の 立 替 金           - -   先物取引受入証拠金           - - 

募 集 等 払 込 金            - -   有価証券引渡票受入金           - - 

短 期 差 入 保 証 金            107 100   その他の受入保証金           - - 

  発行日取引差入証拠金           - - 有価証券等受入未了勘定            - - 

  信用取引差入保証金           80 80 受 取 差 金 勘 定            0 - 

  先物取引差入証拠金           27 20 短 期 借 入 金            - - 

  有価証券引渡票支払金           - - 前 受 金            0 0 

  その他の差入保証金           - - 前 受 収 益            - - 

有価証券等引渡未了勘定            - - 未 払 金            4 0 

支 払 差 金 勘 定            - - 未 払 費 用            4 3 

短 期 貸 付 金            - - 未 払 法 人 税 等            0 0 

前 払 金            0 0 繰 延 税 金 負 債            - - 

前 払 費 用            0 0 賞 与 引 当 金            - - 

未 収 入 金            0 0 そ の 他 の 流 動 負 債            - - 

未 収 収 益            0 0 流 動 負 債 計          759 516 

繰 延 税 金 資 産            - - 固 定 負 債            

取 引 先勘 定 (外 貨 )  6 4 長 期 借 入 金            - - 

そ の 他 の 流 動 資 産            0 0 繰 延 税 金 負 債            6 2 

貸 倒 引 当 金            ▲ 0 ▲ 0 退 職 給 付 引 当 金            22 21 

流 動 資 産 計          1,154 897 そ の 他 の 固 定 負 債            - - 

固 定 資 産            固 定 負 債 計          29 24 

有 形 固 定 資 産            210 211 引 当 金            
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科    目 
2024年 

3月期 

2023年 

3月期 
科    目 

2024年 

3月期 

2023年 

3月期 

 建 物           20 22 金融商品取引責任準備金 0 0 

 器 具 備 品           0 0 その他の引当金又は準備金  - - 

 土 地           189 189 引 当 金 計          0 0 

 無 形 固 定 資 産            0 0 負 債 合 計            789 541 

 の   れ   ん - - （純 資 産 の 部）   

電 話 加 入 権 0 0 株 主 資 本 601 603 

そ      の       他 0 0  資 本 金 100 100 

投 資 その 他の 資 産 34 38 新株式申込証拠金 - - 

投 資 有 価 証 券           22 13  資 本 剰 余 金 - - 

  出 資 金           - - 資 本 準 備 金  - - 

  長 期 貸 付 金           - - その他資本剰余金 - - 

  長 期 差 入 保 証 金           0 0  利 益 剰 余 金 501 503 

  長 期 前 払 費 用           

  前 年 前 払 費 用 

0 
- 

0 
- 

 利 益 準 備 金  25 25 

  繰 延 税 金 資 産           - -   その他利益剰余金 476 478 

  そ の 他 11 24    別 途 積 立 金 269 269 

  貸 倒 引 当 金           - -    繰越利益剰余金 207 209 

固 定 資 産 計          245 251  自 己 株 式 - - 

繰 延 資 産     自己株式申込証拠金 - - 

  創 立 費            -              -              評価・換算差額等 9 3 

    その他有価証券評価差額金 9 3 

繰 延 資 産 計          - -  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 - - 

    土地再評価差額金 - - 

    株 式 引 受 権 - - 

    新 株 予 約 権 - - 

   純 資 産 合 計 610 607 

資 産 合 計 1,400 1,149 負債・純資産合計  1,400 1,149 

 

(2) 貸借対照表に関する注記 

① 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券その他の資産の時価 

イ 担保資産 

          （単位：百万円）     

2024年 3月期 

被担保債務 担保に供している資産 

科   目 期末残高 
預金・預託
金 

商品有価
証券等 

その他の
流動資産 

有形固定
資産 

投資有価
証券 

その他の
固定資産 

計 

短期借入金 - - - - - - - - 

金融機関借入金 - - - - - - - - 

証券金融会社借入金 - - -- - - - - - 

信用取引借入金 237 - - - - - - - 

１年以内返済長期借

入金 
- - - - - - - - 

計 237 - - - - - - - 

(注)  - 
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2023年 3月期 

被担保債務 担保に供している資産 

科   目 期末残高 
預金・預託
金 

商品有価
証券等 

その他の
流動資産 

有形固定
資産 

投資有価
証券 

その他の
固定資産 

計 

短期借入金 - - - - - - - - 

金融機関借入金 - - - - - - - - 

証券金融会社借入金 - - - - - - - - 

信用取引借入金 49 - - - - - - - 

１年以内返済長期借

入金 
- - - - - - - - 

計 49 - - - - - - - 

(注) -  

 

ロ 有価証券等を差し入れた場合等の時価額 

                                                                            （単位：百万円） 

 2024年3月期 2023年3月期 

① 信用取引貸証券 9 - 

② 信用取引借入金の本担保証券 238 47 

③ 消費貸借契約により貸し付けた有価証券 - - 

④ 現先取引で売却した有価証券 - - 

⑤ 差入証拠金代用有価証券(顧客の直接預託に係るものを除く｡) - - 

⑥ 差入保証金代用有価証券 - - 

⑦ 長期差入保証金代用有価証券 - - 

⑧ その他担保として差し入れた有価証券 - - 

⑨ 顧客分別金信託として信託した有価証券 - - 

 

ハ 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額 

     （単位：百万円） 

           2024年3月期 2023年3月期 

① 信用取引貸付金の本担保証券 26 47 

② 信用取引借証券 9 - 

③ 消費貸借契約により借り入れた有価証券 - - 

④ 現先取引で買い付けた有価証券 - - 

⑤ 受入証拠金代用有価証券 

(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 
- - 

⑥ 受入保証金代用有価証券 

(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 
73 58 

⑦ その他担保として受入れた有価証券で､自由処分権の付されたもの - - 

 

② 偶発債務の内容及び金額 

   該当事項はありません。 

 

③ 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額 

   該当事項はありません。 
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④ 有形固定資産の減価償却累計額                                 

（単位：百万円） 

2024年3月期 2023年3月期 

有形固定資産の減価 
償却累計額 137  

有形固定資産の減価 
償却累計額 135  

 

(3) 損益計算書 

（単位：百万円） 

科     目 2024年3月期 2023年3月期 

営 業 収 益   

受 入 手 数 料  96 80 

委 託 手 数 料 95 80 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料  - - 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料  - 0 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 0 0 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  4 0 

株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 4 0 

債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 - - 

その他のトレーディング損益 - - 

金 融 収 益 6 4 

営 業 収 益 計 107 84 

金 融 費 用 1 1 

純 営 業 収 益 105 83 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 120 112 

取 引 関 係 費  11 14 

人 件 費 68 70 

不 動 産 関 係 費  1 1 

事 務 費 30 17 

減 価 償 却 費  1 1 

租 税 公 課 3 2 

貸 倒 引 当 金 繰 入 れ  - - 

そ の 他 2 3 

営 業 利 益 （ 又 は 営 業 損 失 ） ▲ 14 ▲ 29 

営 業 外 収 益 0 0 

営 業 外 費 用 0 0 

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） ▲ 14 ▲ 28 

特 別 利 益   

前 期 損 益 修 正 益 - - 

臨 時 利 益 12 0 

金 融 商品 取引 責任 準備 金 戻 入  - - 

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0 
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科     目 2024年3月期 2023年3月期 

特 別 利 益 計 12 0 

特 別 損 失   

有 価 証 券 評 価 減 - - 

前 期 損 益 修 正 損 - - 

臨 時 損 失 - - 

金融商品取引責任準備金繰入れ  0 - 

  役 員 退 職 金  - - 

特 別 損 失 計 0 - 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）  ▲ 1 ▲ 28 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  0 0 

法 人 税 等 調 整 額  - - 

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ）  ▲ 2 ▲ 28 

 

(4) 損益計算書に関する注記 

① 受入手数料の内訳 

                       （単位：百万円）    

区       分 2024年3月期 2023年3月期 

委  託  手  数  料 95 80 

  （株        券） 95 79 

［うち  先      物］ - - 

（債        券） - - 

［うち  先      物］ - - 

［うち 新株予約権付社債］ - - 

（受   益   証   券 ） 0 0 

（そ   の    他） - - 

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料 
- - 

 （株            券） - - 

（債            券） - - 

［うち  国       債］ - - 

［うち  普 通 社 債］ - - 

［うち  新株予約権付社債］ - - 

［うち  外   国   債］ - - 

（受   益   証   券） - - 

（そ    の    他） - - 

募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱手数料 
- 0 

 
（株            券） - 0 

（債            券） - - 
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区       分 2024年3月期 2023年3月期 

（受    益    証    券） - - 

（そ      の      他） - - 

その他の受入手数料 0 0 

 （株            券） 0 0 

（債            券） - - 

（受    益    証    券） 0 0 

（そ      の      他） - - 

受 入 手 数 料 計  96 80 

 （株            券） 95 79 

（債            券） - - 

（受    益    証    券） 0 0 

（そ      の      他） - - 

 

② トレーディング損益の内訳 

 （単位：百万円） 

2024年 3月期 

区  分 実現損益 評価損益 計 

株券等トレーディング損益 ▲ 0 5  4 

 (商品有価証券等) 38 5 44 

(デリバティブ取引) ▲ 39 ▲ 0 ▲ 39 

債券等トレーディング損益 - - - 

 (商品有価証券等) - - - 

 (デリバティブ取引) - - - 

その他のトレーディング損益 - - - 

トレーディング損益計 ▲ 0 5  4 

2023年 3月期 

区  分 実現損益 評価損益 計 

株券等トレーディング損益 0 ▲ 0  0 

(商品有価証券等) ▲ 5 ▲ 0 ▲ 5 

(デリバティブ取引) 5 - 5 

債券等トレーディング損益 - - - 

(商品有価証券等) - - - 

(デリバティブ取引) - - - 

その他のトレーディング損益 - - - 

トレーディング損益計 0 ▲ 0  0 

 

③ 金融収益及び金融費用の内訳                   

（単位：百万円） 

 2024年3月期 2023年3月期 

金  融  収  益 

信用取引収益 5 2 

現先取引収益 - - 
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 2024年3月期 2023年3月期 

有価証券貸借取引収益 - - 

受取配当金 1 1 

受取債券利子 - - 

収益分配金 - - 

受取利息 0 0 

その他の金融収益 - - 

合   計 6 4 

金  融  費  用  

信用取引費用 1 1 

現先取引費用 - - 

有価証券貸借取引費用 - - 

支払債券利子 - - 

支払利息 - - 

その他の金融費用 - - 

合   計 1 1 

 

 

④ 販売費・一般管理費の内訳 

                                  （単位：百万円） 

区      分 2024年3月期 2023年3月期 

取引関係費 11 14 

 （支払手数料） 3 6 

（取引所・協会費） 1 1 

（通信・運送費） 5 5 

（広告宣伝費） 0 0 

（旅費・交通費） 0 0 

（交際費） 0 0 

人件費 68 70 

 （役員報酬） 14 14 

（従業員給料） 40 41 

（歩合外務員報酬） - - 

（その他の報酬・給料） 1 1 

（退職金） - - 

（福利厚生費） 10 10 

（賞与引当金繰入れ） - - 

（退職給付費用） 1 1 

不動産関係費 1 1 

 
（不動産費） 0 0 

（器具・備品費） 1 1 
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区      分 2024年3月期 2023年3月期 

事務費 30 17 

 
（事務委託費） 30 17 

（事務用品費） 0 0 

減価償却費 1 1 

租税公課 3 2 

貸倒引当金繰入れ - - 

その他 2 3 

 
（光熱水道費） 2 2 

（営業資料費） 0 0 

合       計 120 112 

 

⑤ 1株当たりの当期純利益又は当期純損失の金額 

2024年3月期 2023年3月期 

▲ 1円 02銭 ▲ 14円 48銭 

 

 

(5) 株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 2024年3月期 2023年3月期 

 株主資本 

  資本金  当期首残高 100  100  

   当期変動額 新株の発行 -  -  

   当期末残高 100  100  

  資本剰余金   

   資本準備金  当期首残高 -  -  

   当期変動額 新株の発行 -  -  

   当期末残高 -  -  

   その他資本剰余金  当期首残高 -  -  

   当期変動額 -  -  

   当期末残高 -  -  

  資本剰余金合計  当期首残高 -  -  

   当期変動額 -  -  

   当期末残高 -  -  

  利益剰余金 

   利益準備金  当期首残高 25  25  

   当期変動額 剰余金の配当 -  -  

   当期末残高 25  25  

  その他利益剰余金 
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 2024年3月期 2023年3月期 

   別途積立金  当期首残高 269  269  

   当期変動額 -  -  

   当期末残高 269  269  

   繰越利益剰余金  当期首残高 209  238  

  
 当期変動額 剰余金の配当 

          当期純利益 

-  

▲ 2  

-  

▲ 28  

   当期末残高 207  209  

  利益剰余金合計  当期首残高 503  532  

   当期変動額 ▲ 2  ▲ 28  

   当期末残高 501  503  

  自己株式  当期首残高 ▲ -  ▲ -  

   当期変動額 自己株式の処分 -  -  

   当期末残高 ▲ -  ▲ -  

  株主資本合計  当期首残高 603  632  

   当期変動額 ▲ 2  ▲ 28  

   当期末残高 601  603  

 評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金  当期首残高 3  2  

   当期変動額（純額） 5  1  

   当期末残高 9  3  

  繰延ヘッジ損益  当期首残高 -  -  

   当期変動額（純額） -  -  

   当期末残高 -  -  

  土地再評価差額金  当期首残高 -  -  

   当期変動額（純額） -  -  

   当期末残高 -  -  

  評価・換算差額等合計  当期首残高 3  2 

   当期変動額（純額） 5    1  

   当期末残高 9  3  

株式引受権  当期首残高  -  -  

   当期変動額（純額） -  -  

   当期末残高 -  -  

新株予約権  当期首残高 -  -  

   当期変動額（純額） -  -  

   当期末残高 -  -  

純資産合計  当期首残高 607  635  

   当期変動額 3  ▲ 27  

   当期末残高 610  607  
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(6) 個別注記表 

 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第

59 号。以下「財務諸表規則」といいます。）並びに同規則第 2 条の規定に基づき、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号）及び「証券会社の経理の統一について」（昭

和 49年 11月 14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針 

 2024年3月期 2023年3月期 

 (1) 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

① トレーディング商品に属 

する有価証券（売買目的 

有価証券）等の評価基準 

及び評価方法 

トレーディング商品に属する有 

価証券及びデリバティブ取引等 

については、時価法（取得原価 

は移動平均法により算定）を採 

用しております。 

 

同左 

② トレーディング商品に属 

さない有価証券、その他 

の商品の評価基準及び 

評価方法 

 

トレーディング関連以外の有価 

証券等については以下の評価 

基準及び評価方法を採用してお 

ります 

 その他の有価証券  

 イ 時価のあるもの 

   時価をもって貸借対照表価格 

とし、取得原価（移動平均法 

による原価）ないし償却原価と 

の評価差額については全部 

純資本直入する方法によって 

おります。 

   決算日の市場価格等に基づ 

く時価法（評価差額は全部資 

本直入法により処理し、売却 

原価は移動平均法により算 

定）を採用しております。 

 ロ 時価のないもの 

移動平均法による原価法によ 

っております。 

 

同左 
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 2024年3月期 2023年3月期 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法を採用しております。た 

だし、平成 10年 4月 1日以 

降に取得した建物（建物附属 

設備を除く）ならびに平成 

28 年 4月 1日以降に取得し 

た建物附属設備及び構築物に 

ついては定額法を採用してお 

ります。） 

なお、主な耐用年数は以下のと 

おりです。 

  建物   5～34年 

  器具・備品 2～20年 

 

同左 

② 無形固定資産及び長 

期前払費用 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアに 

ついては、社内における利用可 

能期間（5年）に基づく定額法を 

採用しております。 

 同左 

 (3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 貸付金等の貸倒損失に備える 

ため、貸金又は売掛債権等の 

期末残高に基づき所定の計算 

方法により算出した税法上の 

繰入限度額を計上しております。 

 同左 

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるた 

め、退職金規程に基づく期末要 

支給額を算出し、中退共制度に 

よる額を控除した額が引当金残 

高となるよう計上しております。 

同左 

 (4) 特別法上の準備金の計上基準 

  金融商品取引責任準備金 有価証券の売買その他の取引 

又はデリバティブ取引等に関し 

て生じた事故による損失に備え 

るため、「金融商品取引法」第46 

条の5の規定に基づく、「金融商 

品取引業者に関する内閣府令」 

第175条に定めるところにより算 

出した額を計上しております。 

同左 

 (5) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨換算基準及び差額処理 

  方法 

外貨建て金銭債権債務は、期 

末日の直物為替相場により円 

貨に換算し、換算差額は損益 

として処理しております。 

同左 
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 2024年3月期 2023年3月期 

 (6) その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税の会計処理方法 税抜方法によっております。  同左 

 

 

(6) 会計方針の変更 

2024年3月期 2023年3月期 

-  -  

 

 

２.借入金の主な借入先及び借入金額 

(1) 短期借入金 

該当事項はありません。 

 

(2) 信用取引借入金 

（単位：百万円） 

2024年3月期 2023年3月期 

借 入 先 金  額 借 入 先 金  額 

岡三証券株式会社 237  岡三証券株式会社 49  

    計 237    49 

 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価額、

時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 2024年3月期 2023年3月期 

 取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 - - - - - - 

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産 7 22 15 7 13 6 

 (1) 株券 7 22 15 7 13 6 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

合  計 7 22 15 7 13 6 
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４．当期中に売却したその他の有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除 

く。） 

該当事項はありません。 

 

 

５．デリバティブ取引の状況（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の契約価 

額、時価及び評価損益 

    該当事項はありません。 

 

 

６．財務諸表に関する会計監査法人等による監査の有無 

    無 
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Ⅳ 管理の状況 

 

１．内部管理の状況の概要 

 

(1) コンプライアンス体制等     

当社において、内部管理体制、コンプライアンス体制の整備等に当たり、当社、取締役会開催時に、コ

ンプライアンス･カウンシルを実施しております。 

このコンプライアンス･カウンシルにより、報告議案等を全取締役が常に共有化し、問題解決に対処する

ものとしております。 

また、コンプライアンス･カウンシルにおいて決議された事案については、当社全役職員に周知し、内部

管理体制の強化に努めるものとします。 

 

専務取締役管理部長 石原 以久を内部管理統括責任者として、内部管理を行っております。 

また、内部管理統括補助責任者、内部管理責任者及び営業責任者並びにフロントチェック担当者が内

部管理に努めております。 

 

① 管理部 － 内部管理の主体となっており、内部者取引の管理、顧客登録の管理、顧客管理に関す

る一切の事項、社内検査の実施等を執り行います。 

 

② フロント・チェック － 各部店に在駐し、受注及び受渡内容のチェック等を行います。 

 

③ 経理課 － 日々の業務の管理（財産、預り金、保証金、証拠金の管理等）を行います。 

 

④ 売買管理 － 管理部と営業部が連携して、内部者取引の未然防止に係る管理及び株式等の価格

形成に係る審査等を行い、不公正取引の排除を図ることに努めております。 

また、「犯罪収益移転防止法」に定められる疑わしい取引について定め、組織的犯罪、

資金洗浄（マネーローンダリング）、テロリズムへの資金供与に関与し、犯罪収益等の拡

大に利用されることを防止するよう取り組んでおります。 

 

 

(2) お客様からのご意見及び苦情に対する具体的な取扱い方法 

当社店部店においてお客様のご意見及び苦情等の申し出を受けた場合の取扱いは、各営業部店

単位の所属長又は所属長が指名する者において受付を行います。 

   苦情等の申し出を受け付けた場合、遅滞なくその概要を管理部に報告し速やかに各営業部店単位

の所属長等と協力して苦情･紛争の解決に努め適切な処置を講ずるものとします。 

   また、金商法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講じる他、金商法第 37 条の

7 第 1 項第 1 号ロに規定する苦情処理措置並びに紛争解決措置として、特定非営利活動法人 証券･

金融商品あっせん相談センターに業務委託（FINMAC）を利用する措置を講じることとします。 

 

※ 苦情等相談窓口 － 本店管理部 0791-22-1227 
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２．分別管理の状況 

(1) 顧客分別金信託の状況 

                       （単位：百万円） 

項    目 2024年3月31日現在の金額 2023年3月31日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別

金必要額 
470 427 

顧客分別金信託額 500 490 

期末日現在の顧客分別金必要額 465 445 

   

 

 

(2) 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）の分別管理の状況 

  ① 保護預り等有価証券 

 有価証券の種類 
2024年3月期 2023年3月期 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 9,506千株 47千株 7,139千株 54千株 

債券 額面金額 - 百万円 - 百万円 - 百万円 - 百万円 

受益証券 口数 4百万口 - 百万口 4百万口 - 百万口 

その他 数量 - 千口 -  - 千口 -  

                                                       

   ② 受入保証金代用有価証券 

 有価証券の種類 
2024年3月期 2023年3月期 

数    量 数    量 

株券 株数 115千株 114千株 

債券 額面金額 - 百万円 - 万円 

受益証券 口数 - 百万口  - 百万口 

その他 数量 - - 

 

 

   ③ 管理の状況 

顧客資産区分 保管場所 保管方法 

保護預り有価証券 

単純寄託 
自 社 保 管 顧客別保管 

外部委託保管 銘柄別保管 

混合寄託 
自 社 保 管 顧客別保管 

外部委託保管 銘柄別保管 

振替決済   

共  有 該 当 な し   

み な し 該 当 な し   

信用取引保証金 

代用有価証券 

単純寄託 
自 社 保 管 顧客別保管 

外部委託保管 銘柄別保管 

混合寄託 外部委託保管 銘柄別保管 

振替決済   
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顧客資産区分 保管場所 保管方法 

先物取引証拠金 

代用有価証券 

単純寄託 
自 社 保 管 顧客別保管 

外部委託保管 銘柄別保管 

混合寄託 外部委託保管 銘柄別保管 

振替決済   

 

 

（金銭の分別保管） 

日証金信託銀行株式会社と顧客分別信託契約を締結し、毎週金曜日（金曜日が銀行休業日の場合は 

前営業日）を金銭の顧客資産分別金差替基準日と定め、計算の結果、過不足が生じた場合、必要に応じ

て差替基準日の翌日から起算して 3営業日以内に金銭の追加信託を行っています。 

 

（有価証券の分別保管） 

当社の有価証券の保管方法については、当社の帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他

の顧客有価証券以外の有価証券（固有有価証券等）と顧客有価証券を区分管理し、株式会社証券保管

振替機構、岡三証券株式会社、受託銀行等において混蔵して保管しています。顧客有価証券について

は、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるように管理しております。 

ただし、顧客の申出等により上記各機関へ再寄託しない顧客有価証券については、当社有価証券等

の保管場所と明確に区分し、当社において、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保

管しております。 
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Ⅴ  連結子会社等の状況に関する事項 

 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当事項はありません。 

 

２．子会社の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業内容等 

該当事項はありません。 

 

以 上 


